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研究成果の概要（和文）：中国経済の持続的成長は日本経済のみならず国際経済の安定的な発

展の鍵を握る。これは、世界同時不況からの回復過程をみるとますます明らかになっている。

中国経済の持続的成長は成長戦略の転換、つまり、外需主導型から内需主導型への転換、外資

による投資依存型から国内消費依存型への転換を含んでいる。西部大開発政策の展開はその一

翼を担うものである。本研究は、西部地域が中央財政の投入に依存するばかりでなく、産業集

積、環境保全、人的資本の構築を通じて、民間資本も活用しながら、自律的な発展経路を切り

開くことの重要性を明らかにした。 
研究成果の概要（英文）：Sustainable development of Chinese economy is the key issue to 
realize stable development for Japanese economy as well as for international economy.   
In observing the recovery process from the recent world simultaneous recession, this is 
more than ever clarified.  Sustainable development of Chinese economy includes the 
conversion of the growth strategy, that is to say, the conversion from the external demand 
oriented type to the domestic demand oriented type and the conversion from the 
investment dependence type by the foreign capital to the domestic consumption 
dependence type. The Great Western Development Strategy bears a part of the responsibility of 
this conversion.  This research clarified the importance that the west region will find an 
autonomous development route not only depended on the central public finance but also 
using private capitals through industrial agglomerations, environmental preservation, and 
human capital accumulation in the west region. 
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研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：地域研究・東アジア 
キーワード：(1) 中国経済 (2) 持続可能性 (3) 西部大開発 (4) 西部＝華南＝北越経済圏 
       (5) 産業集積と産業移転  (6) 環境保全 (7) 社会開発 (8) 国際研究者交流          
 
１．研究開始当初の背景 

20世紀末、中国は輸出主導型成長戦略〈沿
海発展戦略〉の究極的な選択として WTO加盟
を果たそうとしていた。他方で、都市・農村
間および沿海部・内陸部間の経済格差が急速
に拡大するとともに、成長と環境保全・資源
エネルギー投入効率との間にも大きな問題
を抱えつつあり、農村部の発展と貧困の克服、
成長後発地域や停滞地域の再開発、内需拡大、
社会的安定確保の課題が中央・地方政府、経
済界、学界で多様な議論を呼ぶという情況に
あった。 
 
２．研究の目的 
われわれは背景にみた状況〈重層的な経済

社会構造〉を中国社会主義市場経済のサステ

ナビリティーの問題および課題としてとし

てとらえ、持続的な成長の途上に立ちはだか

る４つの壁を想定した。それは（1）地域格

差の拡大、（2）社会保障制度の不足、（3）資

本と技術の不足、（4）環境悪化である。そし

て西部大開発政策がこれらの問題を解決す

るための政策的展開であるとの仮説のもと

に、西部大開発の政策、現状、問題点、解決

課題を明らかにすることによって中国経済

のサステナビリティーとその課題を検証す

ることに研究目的を設定した。地域間格差の

存在はそれ自体で経済社会の崩壊要因とな

るわけではない．実際，低賃金地域での新た

な労働集約的産業を発展させるかもしれな

い．人間開発指数(UNDPの HDI)の一般的上昇

やインフラ・社会制度の整備なくしては，内

資･外資共に内陸部ではなく ASEAN 後発国や

南アジアへの指向を強める場合さえ考えう

る。中国沿海部の南進、「華南＝北越」経済

圏の形成である．これに対し「華南＝西部＝

北越」経済圏に修正されるべきだというのが

本研究の方向性である。 
 
３．研究の方法 
研究全体における理論的課題、実証的課題、

政策的課題を設定し、研究活動を経て国際シ

ンポジウムを開催して、検証・総括する方法

を取った。 

理論的課題の解決；（1）持続可能性の定義と

それにもとづく指標の明確化、（2）経済格差

の定義とそれにもとづくデータ的検証であ

る。 

実証的課題の解決；次の各側面での現地調査

と分析。（1）西部地域における内資・外資の

動向把握〈四川・重慶〉、（2）とくに西部地

域進出日系企業の動向と西部開発の評価〈ア

ンケート調査〉、（3）産業集積の現状〈重慶

自動車産業〉、（4）貧困解決と社会開発の現

状把握〈四川〉。（5）ASEANとくにベトナムと

中国の経済連携関係〈華南地域内資・外資の

指向性〉の動向把握と評価。 

政策的課題の解決；西部開発にかかわる 2004

年国務院西部開発小組による 5年総括、2009

年国務院西部開発小組による 10 年総括を検

討し、政策的展開過程を検証する。その際、

地域経済開発として見た場合の多様な開発

方式の比較検討と開発モデル最適化が政策

当局によってどの程度意識、配慮されている

かを重視する。 

以上の分析を国際シンポジウム〈日本・中

国・ベトナム〉の開催〈2008 年 10月、2010

年 2月〉によって検証・総括する。 

 
４．研究成果 
（1）世界同時不況と西部開発 



①2008 年リーマン・ショックに始まる世界
同時不況以前 2007 年後半から、中国経済は
輸出産業を中心に景気後退が始まっていた。

それは輸出主導型成長路線から内需主導型

成長路線への転換が本格化したことを表す

標識であった。政策当局による人民元の緩や

かな上昇、利子率の小刻みの上昇、加工貿易

優遇措置の大幅削減などの意図的な展開は、

珠江デルタを中心とする沿海部輸出産業に

経営環境の悪化をもたらした。西部諸省にと

って、それは優遇措置の継続、相対的低賃金、

内陸市場などを求める内・外資を沿海部から

吸引する一つのチャンスであった。しかし、

珠江デルタ輸出産業を代表する香港資本の

動向はそれとは逆に、経営環境が悪化して資

本移動に迫られた場合にも西部地域を移動

対象と考える香港資本はわずか 23％に止ま
っていた。これはわれわれの研究に示唆的で

あった。 
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（香港中華廠商聯合会アンケート 2008年 3月、

有効回答 230社,当該項目回答 65社） 
②世界同時不況に対して中国は大型財政出

動、利子率の引き下げ、人民元為替レートの

ドルへの固定などを繰り出して対応したが、

われわれが注目したのは上記成長路線の転

換や西部開発政策への影響であった。その意

味では、公共投資インフラ建設中心の従来型

景気対策の単なる大型化ではなく、内需喚起、

農村基盤の整備、経済格差是正、社会保障の

充実などが織り込まれており、景気回復過程

の現在、経済成長率上位 10 省中 9 省までを
内蒙古、四川、重慶など内陸諸省が占めてい

ることを評価した。 
③しかし、中国経済のサステナビリティーと

いう視点で西部地域の発展を捉えるとき、課

題はなお大きい。中国経済の動力はなお沿海

部の珠江デルタ、長江デルタ、環渤海湾地域

という三大産業集積地帯にあり、内陸諸省に

おける産業集積は始まったばかりである。国

内資本移動も主に三大産業集積地帯内かそ

れら相互間の移動を主としている。現在、経

済成長率国内トップの内蒙古が「内蒙古発展

モデル」として注目されているが、それは中

央企業との連携によって資源（石炭）開発と

石炭の移出に成功しているという域を出な

いものであり、地元産業への波及効果には課

題を残している。 
（2）ASEANと西部地域の経済関係の発展 
 ①西部大開発のサブ・リージョナル・プロ

ジェクトである広西北部湾経済区の開発計

画と、そのＡＳＥＡＮとの協力構想である汎

北部湾経済協力の内容を理解した。 
 ②広西の開発をＡＳＥＡＮ諸国とのウィ

ン・ウィン関係構築により実現したいとする

地元政府のねらいは、汎珠江デルタ経済圏の

中心である広東省、大メコン圏開発計画（Ｇ

ＭＳ）の雲南省とのライバル関係や、中国と

の連携が深まるにつれ生じているベトナム

との摩擦により挑戦をうけている。こうした

汎北部湾経済協力の現状について理解を深

めた。 
 ③さらに、西部大開発が少数民族対策の側

面を持つのに対して、汎北部湾経済協力は 
中国‐ＡＳＥＡＮ自由経済圏（ＡＣＦＴＡ）

形成を中核とする中国の東アジア戦略の一



環としての意味を持つこと、すなわちきわめ

て戦略性の高い動きであることが判明した 
（3）四川省・重慶市の外資導入の展開 

西部地域、特に四川省と重慶市は中央政府

の西部大開発方針に基づき、インフラ整備や

外資導入に向けた準備を進め、大きな成果を

収めた。 

①四川省における外資導入の規模は西部大

開発戦略実施直前から急速に拡大し、安定的

発展段階（1998年～2004年）、急速的発展段

階（2005年以降）を経てきた。外資導入には、

ａ．第二次産業への直接投資が多いこと、ｂ．

外資系企業登録件数が西部 12 省・自治区・

直轄市の首位を占めること、ｃ．香港資本と

バージン諸島資本の比重が高いこと、などの

特徴が見られる。現在、四川省は投資誘致方

式の改革を行っており、国内省外 5000億元、

外資 50 億米ドルを目指す「1525」プロジェ

クト（2012 年までに年商 1000 億元以上の産

業園区を 1か所、500億元以上を 5か所、100

億元以上を 25か所建設）を推進している。 

②重慶市も内陸開放を拡張するために、ａ．

商業投資誘致の水準と質の向上、②加工・サ

ービス・一般貿易の総合的実施、ｂ．「走出

去」（対外投資）戦略の実施、などの経済政

策を実行している。特に、2008 年 11 月に中

国政府に認可された重慶保税港区（内陸部に

設立された中国唯一の保税港区で、輸出入に

関する税金などを優遇する）は航空輸送の優

位性と水路輸送コストが安いという優位性

を備えており、西部大開発を更に推進させ、

内陸部外向型経済の発展を大きく促すと期

待されている。 

中国政府は外資系企業の西部への投資を

奨励するために、2010年まで奨励プロジェク

トに関しては企業所得税の減免措置（15％）

などが講じられている。2009年には米インテ

ル社の半導体パッケージに係る上海工場の

閉鎖及び四川省成都市への集約化が進めら

れており、米ヒューレッド・パッカード社の

重慶工場の契約も調印された。今後、外資系

企業が西部重視の傾向が強まると見られる。 

（4）産業集積－重慶自動車産業を中心に 

①西部開発の中心地域は重慶市であり、沿海

部以外では最大の二輪・四輪自動車産業を擁

し、純民営自動車企業が健闘している地域で

ある。初年度は、重慶汽博中心、西部国際汽

車城、蘭花汽車城、汽車総合市場などなどを

訪問、完成車メーカーの販売ネットワークお

よび二輪・四輪車部品卸システムの調査実施。

また日系自動車メーカー「長安鈴木」の近藤

唯志総経理から重慶における自動車産業の

現状について聞き取り調査を実施した。また

「四川一汽豊田（成都トヨタ）」で、小型バ

スのコースターの生産・販売情況についてヒ

アリング調査を行った。 

②四川省経済委員会産業政策処において、四

川省の自動車産業の現状についてインタビ

ューを実施、低速自動車の発展ぶりが特徴的

ということであった。前年に引き続き長安ス

ズキを訪問、最近の中国車に対する意見やそ

れに対する戦略について聞き取りを行った。

その結果、日本メーカーは、中国の低価格自

動車との正面競争を避ける戦略であること

がわかった。続いて重慶市政府の経済委員会

において、重慶市の自動車産業支援政策につ

いて調査を行い、基本的な問題として、一部

の複雑な部品についてまだ技術水準が低い

という点を重視していることがわかった。 

③日系企業の駐在員にアンケート調査を実

施し、重慶の投資環境の変化について意見を

聞いた。その結果、西部大開発や大物党書記

の登用などもあって、重慶の事業環境は非常

に改善されているが、なお市政府との意見交

換や情報提供などに課題が残っていること

がわかった。 



（5）持続可能性指数化と環境保全 

1970年以降，地球資源を搾取する形での豊か

さの追求には限りがあると認識されるよう

になった．1987年の「ブルントラント委員会」

報告以降，「持続可能な開発」の理念が理解

されるようになり，経済面，環境面，社会面

を考慮すべきとの共通理化がある．しかし現

実社会の「持続可能性」を指標として表わす

となると，解釈は多様であり，様々な機関が

様々な視点からの「持続可能性指標」を発表

している．指標が支持を得るためには，その

考え方が受容されるのは当然であるが，その

操作性が高いことも重要要素である．中国の

西部大開発は経済面での成功を強調するあ

まり、環境面，社会面がおざなりにされてい

る可能性がある。既存の指標を受容性と操作

性の観点からサーベイし、中国の西部地域の

開発の現状を持続可能性の観点から評価し

た。 
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